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01

年度

　意図（活動により対象をどのような状態にしたいのですか）

02

平成２７年度　実施計画・事務事業評価（事前評価）シート
実施計画
１　基本事項

市民福祉部 課等名 税務課 113部等名 記入者名 武和真市

根拠法令・条例、関連計画等

事務事業名 地方公共団体情報システム機構軽自動車情報提供料 事業期間 平成 平成
健全で効率的な行財政運営を推進するまちづくり

28 年度

総合計画上の
位置付け

基本方針

税務一般管理費

施　　策

目
02 01

手段（対象に対してどのような活動を行うのですか）

H28年度の事業計画 H29年度の事業計画

４　事務事業の対象・手段・意図

市民・市内事業所等が保有する軽自動車に対する軽課、重課が適正に行われるようにする。

３　事務事業の概要

年度内の四輪軽自動車の新規登録、
変更、抹消、更新等の情報（約
18,000台）を取得し、重課を含む軽
自動車税の課税事務を行う。

01

　対象（誰・何に対して行う事業ですか）

細目　予算細々目名 会計 款 項

２　事務事業の目的（何のためにするのですか）

平成28年度から実施されるグリーン化特例による軽課及び新規登録から13年経過後の経年車重課に対応した適正な
賦課を行うために、現在登録されている四輪の軽自動車の詳細な検査情報の取得と今後の登録、変更、抹消等の情
報取得が不可欠であるが、当該情報の提供を地方公共団体情報システム機構から受け適正な賦課を行うために情報
提供料を負担する。

市民・市内事業所等
詳細な情報を取得することで、市民・市内事業所等に対して適正な軽
課、重課を行う。

健全な財政運営の確保

細 施 策 財源の確保

登録済みの四輪の全軽自動車の検査
情報（約25,000台）と年度内の新
規、変更、更新等の検査情報（約
18,000台）を総合行政ネットワーク
（LGWAN）を通じて取得し軽自動車課
税システムに取り込み軽課、重課の
処理を含め軽自動車税の課税事務を
行う。

年度内の四輪軽自動車の新規登録、
変更、抹消、更新等の情報（約
18,000台）を取得し、重課を含む軽
自動車税の課税事務を行う。

H30年度以降の事業計画
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※　活動指標・・・事業内容を示す数値（ボランティア講座開催回数、道路整備延長距離など）

※　成果指標・・・施策・事務事業の目的達成度を示す数値（ボランティア実施者数、渋滞緩和率など）

２　事務事業の目的
　いつまでに実施しなければならないのですか

　意図は妥当ですか（「４事務事業の対象・手段・意図」欄の意図について）

　既存事業の拡大では対応できないですか

３　今後の方向性、改善案等（一次評価）

■ 実施する
□ 事業内容等を改善し実施する
□ 事業内容等を再検討する
□ 実施しない

４　今後の方向性、改善案等（二次評価）
今後の方向性（総合評価）

■ 実施する
□ 事業内容等を改善し実施する
□ 事業内容等を再検討する
□ 実施しない

５　今後の方向性、改善案等（最終評価）
今後の方向性（総合評価）

■ 実施する
□ 事業内容等を改善し実施する
□ 事業内容等を再検討する
□ 実施しない

適正な軽課 100

4,700

100 100―

台

28

理由
現在、県軽自動車協会から申告書の写しの送付を受け課税事務を行っているが、この方法では軽課、重課の判定に必要な検査
情報が含まれておらず軽課、重課への対応ができない。必要となる検査情報を県軽自動車協会から取得した場合には、地方公
共団体情報システム機構と比較して初年度で約2倍、次年度以降約3.4倍の費用負担が発生することから地方公共団体情報シス
テム機構からの情報提供を受ける方が有利である。

変更、抹消登録件数

％ 100 100

100

―

そ
の
他

　他の市町村では実施している事業ですか（県内の他市の状況等を具体的に記入してください）

県内43市町村の内40市町村で実施予定。

平成
年度まで

本事業には該当しない。

は　い

いいえ

■

いいえ

事務事業評価（事前評価）

―

目標値

台

年度

4,3004,300

目標

4,300―

4,700

妥
当
性

平成28年度から開始されるグリーン化特例による軽課、経年重課を適正に実施する必要がある。

4,300

28年度

適正な軽課、重課を実施するためには、県軽自動車協会より地方公共団
体情報システム機構から提供される情報を利用することが適当である。

― ―

26年度 27年度

29,700

指 標 名 単位

方向性の理由、改善案等

　市と受益者との負担割合は妥当ですか（受益者負担がある場合に記入してください）

理由

理由

適正な賦課を実施するために妥当である。
□ 

□ 

■ は　い

いいえ

区分

活
動
指
標

②

成
果
指
標

①

効
率
性

□ 

緊
急
性

％

②

適正な重課

新規登録件数①

方向性の理由、改善案等

4,700

100

―

―

最終目標
実績 目標 目標

30年度
１　指標の推移

目標
29年度

　二次評価と同様に実施する。

方向性の理由、改善案等

　一次評価と同様に実施する。

今後の方向性（総合評価）

□ は　い
理由

100


